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本協会では、人材育成に対する大学と企業等のミ
スマッチの解決に向け、産学関係者が相互に意見交
流を行う産学連携の仕組みづくりに取り組んでい
る。平成23年３月の第２回産学連携人材ニーズ交流
会（情報系分野）では、大学と産業界の双方で産学
連携の意義についての賛同は得られたが、具体的な
連携を議論するところまでは至らなかった。
そこで、平成24年３月に実施の第３回産学連携人
材ニーズ交流会では、人材育成に対する大学と企業
等のミスマッチの解決に向けた双方の意識合わせ行
い、連携の実現に向け、以下の取り組みを進めた。
一つは、人材育成の目標・水準、求める人材像に
ついて、産学関係者が意見交流する場づくりを設定
し、教育内容・方法等についてマッチングを行った。
二つは、教員の教育力を高める現場研修、いわゆ
る教員のインターンシップを中心とした連携事業の
具体化を確認し、条件合わせの可能性を検討した。
三つは、新たな産学連携事業の可能性として、志
のある学生が希望と夢を自ら描けるきっかけになる
よう、学生の社会スタディの場を構築する意義・必
要性について検討した。

１．情報系人材教育の学士力の考察
情報系人材教育の学士力について、産学連携人材
ニーズ交流会での意見を踏まえ、当初策定した到達
目標を情報専門教育委員会において次の点を見直
し、現時点では以下のように設定した。

１）情報通信系教育の学習成果の到達目標等の見
直し

＊［到達目標１］の「情報通信技術の基本原理
および技術的要素の基礎を理解している」から、
情報システムの変遷、機能・構造について社
会的価値と関連させて理解させるとして、
「情報通信技術の基本原理及びその社会的価
値について理解している」に改めた。
＊［到達目標２］の「情報通信技術の基本的な
ツールを必要に応じて、問題発見・解決に利
用することができる」から、情報通信技術の
活用よりも論理的思考法の修得に重点を置く
として、「問題発見・解決のための基本的な
論理思考を修得し、さらに論理思考推進のた
めに、情報通信技術を応用した情報ツール
(基本的な可視化ツール、思考支援ツールなど）
を利用することができる」に改めた。

＊［到達目標３］は、「情報通信技術を応用し
たシステムのライフサイクル（要件定義、設
計、開発、構築、運用、保守）の概要を理解

している」とし、到達度の一般レベルで、企
業のライフサイクルの動き・変化を支援する
ツールとして、情報システムや組込みシステ
ムがあることの関係を理解させるよう表現を
改めた。
＊［到達目標４］は、「情報通信技術の利用を通　
じて、豊かな社会の実現を考えることができ
る。」とし、到達度の一般レベルで、職業倫理
と情報倫理を明示するよう表現を改めた。また、
専門レベルでは情報システムの安全・安心の
実現に向けた要求事項を明示するよう表現を
改めた。なお、詳細は、次ページを参照されたい。

２）情報コンテンツ・サービス系教育の学習成
果の到達目標等の考察
＊ゲーム・CG・映像・アニメーション開発、
Webサイト構築、広告等の情報デザイン、メ
ディアコンテンツの制作等で身に付けるべき
学習到達目標の研究を展開する中で、情報コ
ンテンツ・サービス系として中間まとめを行
った。
＊到達目標を「理解力」「説明・活用力」「企画・　
制作力」「省察力」の四つの視点で構成し、さ
らに学習のレベルをコンテンツの利活用、メ
ディアの活用、価値ある企画・制作、情報倫
理などの基礎的な知識・技能・態度を身に付
ける「一般レベル」と、一般レベルの能力に
加えて、情報技術と情報表現の企画・制作に
適用できる力を目指した「専門レベル」に分
けて整理した。とりわけ、芸術的感性を情報
通信技術上で発揮できるようにするとともに、
使う側に必要な能力も対象とすることで、責
任ある行動がとれるように考えた。

以上について平成24年３月の人材ニーズ交流会で
次のような意見交流があった。
＊「使う側に必要な力」「作る側に必要な力」が混
在しているのではないか。
＊芸術的感性を工学部に求めるのは難しいのではな
いか。
＊作る側だけでの論理でなく、利用する側の立場で
企画・政策することが必然である。芸術的感性を　
どこまでどのように教育するのかという課題はあ
るが、企画・製作に欠かせない要素であるため、
大学が実情に合わせて活用できるよう、到達目標
の表現をさらに工夫し、教育方法などのモデルを
加えて最終的な指針を検討することにした。
現在のところ次のように到達目標を再設定し
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た。平成24年度に教育方法などの参照モデルも加
え指針をとりまとめることにしている。

２．産学連携事業のマッチング
過去２回の産学連携人材ニーズ交流会を通じて、
情報系分野の連携を実際に進めるための検討を行
い、本協会としての関与の在り方について次のよう
に決定した。

１）連携を希望する大学と企業の仲介を行うため、
連携条件の整理及び調整を行う。
２）連携を普及するため、連携の活動内容・
成果・課題などをとりまとめて公表する。
３）連携に伴う実費は当事者間で負担する。
４）連携の希望調査を平成24年３月までに実施し、
実現に向けたマッチングを始める。
５）連携の内容は、「大学教員の現場研修の受け入
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れ」「大学教育に対する支援」「大学から受けたい
協力・支援」とした。

以上の方針に沿って、平成24年３月までに連携の
希望調査を実施したところ、大学の希望と企業の希
望が比較的多いのは、教員のインターンシップと言
われる「大学教員の現場研修の受け入れ」であった。
具体的には、「学びの動機付を行うための教員の
現場研修」では10大学の要請に対して５企業から支
援の表明があった。「キャリア形成支援の教育力向
上に向けた現場研修」では９大学に対して６企業か

ら支援の表明。「最新の現場情報・技術情報・技能
情報の振り返りの研修｣では７大学に対して３企業
からの支援の表明であった。
「大学教育に対する支援」では、「現場情報・実
務情報の紹介などの支援」に８大学の希望に対して
４企業、「人間力を高めるキャリア形成教育の支援」
に９大学の希望に対して４企業から支援の表明があ
った。大学からのリカレント教育の提供、企業の人
材育成への協力・支援に対して、大学からは９から
８大学からの支援の表明があったが、企業の受け入
れは２社とニーズが低かったことから、当面は、大
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学と企業とのニーズが多い、教員のインターンシッ
プを優先することになり、平成24年度の実施に向け、
準備することになった。

３．「社会スタディの場」の構想
日本の未来に立ち向かう志のある大学生、高校生
を対象に世界の動き、産業界の将来像・社会的役割・
今後の課題などの情報を提供し、国・社会の発展に
ICTが原動力になっていくことに気づきを与える機
会を提供するもので、約140名に意思表示を求めた
ところ、概ね８割の賛同があった。社会スタディ
構想の概要は次の通り。

１）社会スタディの必要性
成長社会から低成長社会、成熟社会へと変化する
一方、新興国による成長が目覚ましい。日本は強み
であるモノ作りにこだわるあまり、世界の潮流を見
失った。新興国の成長を取り込む中で、それぞれの
国・社会に支持されるモノ作り、それを利用する仕
組み作りを一緒に提供するイノベーションが求めら
れている。
他方、世界は一国の利益を追求する時代から、世
界の国々との連携・協調の中で共生する時代に移行
しつつある。
そのような変化の中で、日本の未来に立ち向かう
志のある若者が希望と夢を自ら描けるきっかけにな
るよう、世界の動き、産業界の将来像、社会的役割、
今後の課題などの業界情報を分かりやすく説明し､
国･社会の発展にICT(情報コミュニケーション技術)
が原動力になっていくことを気づかせる機会を提供
する。
２）社会スタディのイメージ
成熟社会における新たな価値創造の可能性、ICT
を活用する業界の将来性、社会的役割、雇用の実態
などの現場情報を産業界から提示して、会場で意見
交流する。気づきを持たせ、早い段階から目的意識

をもって学びに取り組めるよう意欲
を喚起する。また、教員にも参加を
求め、産業界の将来像や課題につい
て理解の共有を図る。
会場に参加できない学生、教員に
対して情報を提供できるよう、スタ
ディの状況を学生の個人情報に配慮
して収録し、後日、インターネット
で公表する。
３）社会スタディと教育機関の関係
日本の未来を切り拓く志のある高
校生、大学生を対象に支援する。大
学、高校の教育課程への組み入れは
考えていない。学びの目的意識を持
たせ、日本のICTの力を高めることに
興味を抱かせることを目指す。
４）学習プログラムのイメージ

現在考えているイメージを紹介するもので、具体
的には今後委員会で検討することにしている。
＊８月または３月の特定日に、東京を会場に定員を
設けて無料で実施する。
＊事前に希望する大学生、高校生をインターネット
で公募する。
＊日本の未来に立ち向かう志のある若者を選定、小
論文を提出させる。
＊講義を通じて、学生からの質問、意見をスクリー
ンに掲示し、必要に応じて産業界関係者と学生と
の意見交流を行う。
＊産業技術会議等の有識者、金融業界、医療業界、
組み込み業界、エネルギー・環境業界、情報関連
業界の有識者から、ICTが日本社会のイノベーショ
ンの核となること、新しい成長分野の創造に不可
欠な存在であることをマクロ的に紹介する。
＊世界の中での日本の産業界の役割、ICT が成長
力の原動力となることについて、学生と意見交流
し、気づきを持たせる。
５）24年度は準備を行い、25年度に実施する。
６）録画を配信することで、社会の動向との関連付
が促進され、主体的な学習が普及する。

４．企業から大学への要望
１）大学の学習内容の状況が外部から見えにくいの
で工夫の必要があること。
２）単位取得で何を教育して、何ができるようになっ
たのかが明確になるようにして欲しい。
教育情報の公表も含めて大学の課題として受け　
止めることにした。
３）PBLによるプロジェクト型教育を積極化する中
で、失敗してもやり遂げる体験を教育で実践する
よう工夫されたい。
４）学習成果報告会などに、企業等学外関係者の参
加ができるようにすることが望まれる。

産学連携についての希望調査（要約版）
（平成24年３月１日現在）


